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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の大都市制度について研究を行った。通常、政治学は政治的回路を通じた補
助金政治が中心であったため、どうしても農村部に焦点が当たり、大都市への関心は高くなかった。そこで、日本の大
都市制度の代表である政令指定都市制度の現状を理解するべく、政令指定都市の成立経緯や制度を担う主体を明らかに
した。また、現在直面している課題を、社会経済的、税財政的、政策遺産的、区行政的の4つにわけて、どこまでが制
度固有の問題なのかを示した。その上で、英国やフランスの大都市制度改革をもとに改革案の両極を示し、現在日本で
議論されている都構想や特別自治市構想を位置づけ、改革の際の論点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Through my research project, I explain how central policymakers designed the city-
government system in major urban areas. The existing literatures in political science analyse "pork barrel
" politics, focusing on how central politicians channelled national resources into rural areas, through su
bsidies and other specific grants. Few researchers explain how the ordinance-designated city system introd
uced in urban areas works, in spite of the fact that 1/4 of the Japanese population live in the major urba
n areas. How the 20 major cities, such as Osaka, Nagoya, and Fukuoka, are actually governed is still unkno
wn.
Thus, I investigate the system of the ordinance-designated cities, the context that the cities are embedde
d, and the roles of mayors, permanent staff, and city councillors. Finally, the book reconsiders why the m
averick mayor of Osaka, Mr Toru Hashimoto, argues the abolition of the city government and creation of the
 brand-new "Metropolitan government" system in Osaka. 
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１．研究開始当初の背景 
 
大都市のあり方の解明は、本来政治学的に

大きな課題である。大都市は経済活動や消費
の中心として全国経済の牽引力としての役
割を担うだけでなく、農山村部との地域格差
の是正や再分配のための原資を生み出す存
在でもある。大都市に制度的な自律性を付与
すれば、大都市は繁栄し全国経済の牽引力と
して期待できるが、農山村部との格差は拡大
する。他方、地域間格差の解消のために大都
市に過度な負担を強いる制度であれば、大都
市は活力を失い全国経済にも打撃となる。こ
のようなトレード・オフ的状況の中で大都市
制度を選択・運用しなければならない。大都
市をどのように統治するのかということは
大都市のみならず全国の政策決定者にとっ
ても政治的に大きな課題といえる。 
 さて、1956 年に日本では大都市の統治制
度として「政令指定都市」制度が導入され、
その数は研究開始当初の2010年時点で19都
市にも達する(研究中にさらに増えて 20 市と
なる)。日本人の 5 人に 1 人が政令指定都市の
住民である(東京 23 区もあわせると都市住民
は 4 人に 1 人)。政令指定都市には、府県の 8
割程度といわれる権能が特別に認められて
いるが、どの都市に特別な権能を認めるのか
という指定要件は人口 50 万人以上という以
外は法定化されておらず、しかも政令で都市
の指定を行っている点で、憲法あるいは法律
で定めている諸外国と比べて極めてユニー
クである。 
 そこで、本研究は、なぜ、府県から完全に
独立した特別市ではなく、府県の下で自律性
を認める政令指定都市制度が採用されてい
るのか、そしてそれが実際にどのような機能
を営んでいるのかを分析する。着目するのは、
政令指定都市、広域自治体たる府県、そして
制度選択を行う与党幹部と所管省庁である。 
 これまで大都市の統治については、空間経
済学の中で経済成長や再分配を説明する数
理的な分析で抽象的に扱われるか、あるいは
社会学の中で都市文化や貧困などとの関連
で特定事象に着目した分析で残余的に扱わ
れるかのいずれかと言えた。いずれにおいて
も大都市の統治制度の形成やその役割、イン
パクトが十分に扱われてきたとは言い難い。
また、政治学で都市と農村のクリーヴィッジ
を論じる際には選挙制度と関連させて農村
に対する補助金の不均衡な分配に関心が集
中し、対となる大都市に焦点が当てられてこ
なかった。行政学でも国、府県と市町村との
関係には強い関心を示してきたが、大都市制
度については記述的な特徴を説明するか海
外の制度の紹介にとどまり、制度の特徴が何
をもたらしているのかは十分に明らかにさ
れてこなかった。そこで、本研究では大都市
にストレートに焦点を当てて、そのあり方を
考えることにしたわけである。 
 

２．研究の目的 
 
本研究の第１の目的は、先進民主主義国に

おいて中央の政策決定者が大都市をどのよ
うに統治しているのかを明らかにすること
である。与党幹部などの中央の政策決定者、
府県などの広域自治体、大都市の基礎自治体
の三者の政治的ゲームの結果、どのような大
都市の統治制度が選択され、社会経済環境の
変動の中でどのように制度が再設計された
のか、そして、その結果、大都市の統治制度
がどのように変容したのかを分析する。 
また、本研究の第 2 の目的は、現行の政令

指定都市制度が実際にどのような政治的プ
レイヤーたちによって運営されているのか
ということを明らかにすることである。実際
に市長、市議会議員、職員に焦点を当てて、
どのような人たちなのか、どのようにリクル
ートメントされているのかということをデ
ータから明らかにする。 
本研究の第 3 の目的は、政令指定都市制度

が直面する課題を明らかにすることである。
課題を政令指定都市の政策決定者たちが現
行法制内でコントロールできる課題、現行法
制内ではコントロールできないが対応でき
る課題、そして社会経済的に対応が困難な課
題に分けてデータをもとに議論をしていく。 
一連の作業を通じて、日本の大都市制度の

現状と課題を浮き彫りにし、研究成果が改革
論議に資することを目指している。 
 
 
３．研究の方法 
 
政令指定都市の制度形成過程における理

念と政治的アクターの利益、そしてそれらの
相互作用を戦後政治史の研究成果や府県史
や市史などの文献史料、また社会経済や税財
政に関するデータをもとに再検討した。 
大都市に関しては、制度形成や変化の中で

の制度理念や実際に果たした役割を理解す
るために、市史や１次文献などを各市に訪問
して参照する必要があった。また、昼夜間人
口や高齢者比率などの社会経済データや税
収や支出などの財政データを参照すること
で、具体的な政令指定都市の特徴とその後の
改革における政策選好の解明を試みた。 
また、府県についても、市の場合と同様に

政令指定都市の制度形成過程での理念と行
動を史料やデータから明らかにすることと
した。 
中央政府に関しては、文献調査に加えてイ

ンタヴュー調査も必要に応じて行う。最終的
に中央政府が大都市と府県との対立の中で
どのような決断を下すのかが重要なため、イ
ンフォーマルな指定要件の設定とその運用
について旧自治省(現総務省)の関係者を中
心にして意見交換を行った。 
 また、日本における大都市、府県、中央政
府の政策決定者の三者による大都市制度の



選択を一般化するべく、海外の大都市制度の
形成と変容を同様の手法にて分析し、日本の
特徴を析出することを試みた。単一主権国家
の英国イングランドおよびフランスの大都
市制度の変容について現地調査を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究は、先進民主主義国において「大都
市のディレンマ」をどのように解消する制度
的な仕組みんが導入されているのかを探求
することが課題であった。つまり、大都市だ
けに極端に自律性を与えると、大都市だけが
経済発展して周辺残部との格差が広がり、社
会的に不安定となる。他方、地域間格差の是
正のために大都市の経済的果実を過度に取
り上げると、格差は縮小するが大都市自体は
発展しなくなり全体として停滞に陥ってし
まう。この問題が顕在化している英国イング
ランド、フランスそして日本の 3つの単一主
権国家の大都市制度を分析したわけである。 
 研究の結果、1956 年の政令指定都市制度の
誕生は府県と旧五大都市との一時的な妥協
の産物であり、旧五大都市のみを念頭に置い
た制度的対応」であったということが明らか
になった。それでも、高度経済成長の中で、
各政令指定都市は、道府県の権能の 8割を一
般市と同様の税収と若干の交付税特例加算
や税外収入で処理することができた。 
しかし、経済的余裕がなくなっていくと行

き詰っていくことが容易に想像され、実際に
大阪市や名古屋市のような一部の政令指定
都市では非常に厳しい状態に陥ってしまっ
た。 
また、制度創設の経緯から、人口 50 万以

上の市の申請という要件しか地方自治法に
法定化されていなかったため、政治的思惑で
当初の旧五大都市から増えていき、現在では
過疎地域を含むような市も含めて総計 20 市
になっている。当初は数の膨張は、旧自治省
を通じてコントロールしえたが、合併推進な
どの別の目的が混入した結果、2000 年代にな
ると膨張に歯止めがきかなくなってしまっ
たことが明らかになった。  
 さらに、本研究は、現在直面している課題
を、社会経済的、税財政的、政策遺産的、区
行政的の 4つにわけて、どこまでが制度固有
の問題なのか、どこからが制度改革で短期的
に対応できない課題なのかを明らかにした。
その上で、英国やフランスの大都市制度改革
をもとに改革案の両極を示し、現在日本で議
論されている都構想や特別自治市構想を位
置づけ、改革の際の論点を浮き彫りにした。 
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